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１．はじめに

　ものづくり産業は「工業」や「製造業」と呼ば

れ、古い産業のように思われるかもしれない。しか

しながら、今もなお日本における GDP の約20％を

「製造業」と呼ばれるものづくり産業が担ってお

り、依然として日本経済の基軸となる産業である。

さらに地域経済では、地方圏を中心にものづくり産

業に依存する地域が少なくない。2014年から始まっ

た地域創生の動きのなかで、ものづくり産業の新た

な活性化は避けることのできない、非常に重要な

ファクターであるといえよう。

　本稿では、最初に地域創生においてものづくり産

業が重要になる理論的な根拠を確認する。次いで地

方圏で先進的なものづくり産業の動向を２つ検討す

る。最後に、地域創生の変化のなかでものづくり産

業の活性化をどのようにするのか、その方向性と課

題を示す。

２．地域経済とものづくり産業

　周知の通り、日本の総人口は減少に転じて久し

い。人口減少は単なる過疎化という社会問題だけを

惹起するわけではなく、経済的には人口減少が内需

の減少をもたらす。とりわけ生産年齢人口の減少

は、需要の減少に拍車をかけることになる。このこ

とは、内需に依存してきた産業が新たな市場を開拓

する必要性に迫られていることを意味する。家電製

品や食料品などは元々、国内需要や地域内需要向け

であったが、人口動態からこれらの市場は大きく変

化することが明確になっている。

　そこで、注目されているのが海外市場や域外市場

である。海外では人口の増加する国も少なくない。

また先進国では「和食」のように、日本の製品やコ

ンテンツの新たな価値の評価もなされている。さら

に従来は地域内市場向けであった醤油や日本酒など

が域外市場で高付加価値品として販売されるケース
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図１　地域創生における基盤産業と非基盤産業

出所： 松原宏編著（2022）『地域経済論入門［改訂版］』古今書院、p.18を
もとに筆者作成。
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も出てきた。かかる海外市場や域外市場が新たな成

長市場としてみなされるようになっている。

　それではなぜ地域創生において、改めて海外市場

や域外市場に注目するのであろうか。これは経済地

理学では「経済基盤説」という理論に基づいてい

る。経済基盤説では、産業を基盤産業と非基盤産業

に分ける。前者は域外から需要を獲得し、収入を得

る産業であり、後者は地域内の需要に対応する産業

で、域外からの財・サービス購入を通じて域外への

所得の漏出が生じる。基盤産業の代表的なものはも

のづくり産業（製造業）である。他方で小売業や

サービス業は地域内需要向けが主であるため、非基

盤産業になりやすい。それゆえ、地域創生におい

て、基盤産業の活性化と多様化が必要であり、その

一つの手段がものづくり産業の活性化なのである。

　以下では基盤産業として地域創生に寄与してい

る、新たなものづくり産業の事例を２つ取り上げ、

紹介する。

３．�九州地域のネットワークを活かして�
宇宙産業を拡大：QPS研究所

　宇宙産業は成長産業として、2010年代後半から急

速に注目を集めている。その中で地方都市を拠点と

して宇宙産業に取り組み、注目を集めてきたのが株

式会社 QPS 研究所（福岡県福岡市、従業員30人

（うち３分の１が九州出身））である。同社は九州大

学発スタートアップ企業であり、2005年に九州大学

工学部教授を退官した八坂哲雄氏（現 QPS 研究所

取締役）を中心に３人で創業した宇宙関連企業であ

る。QPS 研究所の創業時は八坂氏などの宇宙工学

研究者が定年後も学生の衛星開発プロジェクトをサ

ポートすることを目的としていた。ところが八坂氏

の九州大学時代の教え子で、現社長の大西俊輔氏が

大学院修了後に QPS 研究所へ入社したいという意

向を示し、それに対して八坂氏が社長就任を条件と

したため、現在の経営体制が構築された。

　QPS 研究所の現在のコア事業は、小型 SAR 

（Synthetic Aperture Rader）衛星を用いた準リアル

タイムでの地球観測である。この事業に着目して始

めたのが大西社長であり、2015年ごろから取り組ん

だ。光学式人工衛星を用いた観測では、天候不良や

夜間という条件下では、リアルタイムに地球を観測

できないという課題を抱えていた。これに対して

QPS 研究所が開発した小型 SAR 衛星は、衛星から

地表面に電波を照射し、戻ってくる電波をキャッチ

してそのデータを画像化することで、光学カメラを

使った衛星では限界があった地球観測の頻度を大幅

に向上させることができる。同社の小型 SAR 衛星を

使って最終的に36機の衛星コンステレーション（複

数の人工衛星によって高度な価値を提供するシステ

ム）を構築して、ほぼ世界中の任意の場所を平均10

分間隔で観測を可能にする計画である。その結果、

写真１　QPS研究所によるイザナギのフライトモデル
出所：QPS 研究所提供
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天候不良や夜間であっても地表面において70㎝範囲

の物体を判別できるようになり、安定的に地表情報

を得ることができるようになることを実現する計画

である。

　同社の最初の衛星は2019年12月に打ち上げた「イ

ザナギ」、２号機が2021年１月に打ち上げた「イザ

ナミ」である。これらは100kg 程度で軽量かつ省電

力であり、コストも従来の約100分の１まで下げる

ことを実現した。かかる技術の獲得に寄与したもの

が、パラボラアンテナである。パラボラアンテナの

開発は、八坂氏が開拓した九州のものづくり企業と

連携して行った。

　QPS 研究所が連携した地域のものづくり企業との

つながりは、八坂氏のネットワークが起点である。

八坂氏は九州大学時代の2003年頃から九州全県を

回って航空宇宙産業に関わったことのない企業に講

演会を行い、協力を求めていった。この背景には大

学では実際のものづくりが難しく、専門企業に依頼

することの必要性を感じていたことがある。そのな

かで九州のものづくり企業が九州大学とネットワー

クを持つようになり、現在のパートナーであるものづ

くり企業ともその頃から強いつながりが構築された。

　ところで地域のものづくり企業は得意分野を各々

が持っている。このことを QPS 研究所は理解して

おり、開発において役割を細かくして、パートナー

であるものづくり企業との連携を進めてきた。パー

トナーのものづくり企業は25社以上あり、これらの

うち80％～90％が北部九州に立地している。参加し

ているものづくり企業の具体的な技術として、ゴム

部品製造、旋盤加工、機械加工、金型製作、熱処理

など多岐に亘っており、技術的多様性が存在してい

る。かかる企業群のコアメンバーは福岡県久留米市

の若手経営者を中心とした NPO 法人円陣スペース

エンジニアリングチーム（以下、e-SET）を形成

図２　QPS研究所と e-SETのメンバー企業の立地

出所： 九州経済産業局「走り出す九州の宇宙産業」、S-NET ホームページ（https://s-net.space/
special/frontrunner/39.html　2022年４月25日アクセス）をもとに筆者作成。
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し、QPS 研究所のパートナーとして小型 SAR 衛星

の開発に関わってきた。QPS 研究所と e-SET の関

係は特徴があり、QPS 研究所は e-SET などの企業

を「サプライヤー」として決してみないことであ

る。QPS 研究所からみて e-SET は常に開発を行う

パートナーであり、対等な関係性を構築している。

さらに信頼性も高く、QPS 研究所は持っているテー

マや課題を e-SET などのパートナーへ全部出して、

全員で考えることを行い、e-SET では２週間に１

回のミーティングを重ね、衛星開発企業群としての

実力を高めてきた。

　QPS 研究所の小型 SAR 衛星は、九州発であり、

かつメイド・イン・九州である。さらに2022年４月

には、小型 SAR 衛星３号機、４号機を IHI エアロ

スペースのイプシロンロケットを使用して2022年度

に鹿児島県から打ち上げることが決まった。これに

より、QPS 研究所の小型 SAR 衛星は、「九州製の

衛星が九州から打ち上げられる」ことになる。九州

発宇宙スタートアップ企業が開発した人工衛星が地

域のものづくり企業によって製造され、九州で打ち

上げる一貫体制が構築されたことで、宇宙産業のエ

コシステムが形成されつつある。

　同社の提供するサービスはグローバルに展開され

ることから、QPS 研究所の小型 SAR 衛星は九州の

地域資源を活かし、域外から需要を獲得する中核に

なる。ただし、QPS 研究所と e-SET の役割はそれ

だけではない。かかる企業群は九州に人材の受け皿

を作り、人材を残すことを出発点としており、魅力

的な産業である宇宙産業が後継者や若い人の立地に

結び付くと考えていることが挙げられる。九州を拠

点とする宇宙関連企業の成長が地域創生の鍵となり

始めている。

４．�地場産業からグローバルビジネスへ：
ツトム食品

　群馬県はこんにゃく芋の90％以上を生産する産地

であり、こんにゃく製造業が伝統的な地場産業とし

て発展してきた。こんにゃく製品は日本食であるこ

とから、その市場はほとんどが国内である。国内の

こんにゃく製品市場は食生活の多様化や家庭での調

理減少などの影響から縮小してきた。2010年にはこ

んにゃく製品で687億円の市場規模があったのに対

し、2017年には538億円まで小さくなった。かかる

こんにゃく製品市場の縮小は、地域のこんにゃく製

品メーカーにとっては経営上のリスクになっている。

　そのなかで有限会社ツトム食品（群馬県富岡市、

従業員15人）は、いち早く国内市場向けから海外市

場へと視点を変えたケースである。同社は、元々、

学校給食などの業務用こんにゃくの OEM メーカー

であり、B to C の小売向け製品の比率は高くなかっ

た。他方で業務用こんにゃくの製造・販売で培った

顧客のニーズに応える力が自社の強みであると認識

していた。

　ツトム食品が海外市場に展開した契機は、営業部

動く
地域創生

　　　　　　　　　　　　　
１ 2018年の販売量と販売額は見込み、2019年は予測値である。

図３　国内こんにゃく市場の動向１

出所： 農林水産省（2020）「こんにゃくをめぐる事情」
p.14（https://www.maff .go.jp/j/seisan/tokusan/
attach/pdf/konnyaku-15.pdf　2022年４月25日ア
クセス）をもとに筆者作成。
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長である土屋和巳氏と工場長の意向であった。土屋

氏は2018年頃に自社のことを知らないと認識し、同

時に会社に貢献したいという思いが強くなってい

た。そのなかで2018年７月に親戚がいるベトナム市

場での試作、市場情報の収集に行った。この訪問を

きっかけに、地元金融機関を介して、2018年に群馬

県高崎市へ新設された JETRO（日本貿易振興機

構）群馬を紹介され、ネットワークができた。その

後、JETRO が主催するセミナーに参加し、世界市

場ではグルテンフリーやヴィーガン向けの需要が存

在していることを知った。

　JETRO 群馬は、それまでに群馬県には無かった

さまざまな海外市場の情報が集積している場であ

る。土屋氏は早速、群馬県と JETRO 群馬が主催す

るグローバルビジネス実践塾へ１期生として参加し

た。その後、群馬県や JETRO 群馬が開催するセミ

ナーや研修会に足繁く通い、海外展開の知見を深め

て い っ た。 ま た 商 談 会 に も 積 極 的 に 出 展 し、

JETRO の専門家からアドバイスを受けながら、商

談を進めた。その成果として、2018年９月には同社

としては初めての海外輸出を行い、エストニアへ

ヴィーガン向けラーメンに使用するこんにゃく製品

の輸出につながった。

　海外の販路開拓では、認証規制が存在しているこ

とが障壁となる。例えば、こんにゃく製品に添付す

る「たれ」が規制対象になることもある。国ごとに

規制が異なるので、同社では個別に輸出可能な商品

を検討しており、輸出商品には「たれ」をつけな

い、あるいは「たれ」のメーカーに依頼して規制対

応をとるという工夫もしている。例えば、海外向け

の同社主力商品である「Soy Nyack（ソイニャッ

ク）」は、ゴマダレが添付されているが、現在では

EU の規制に対応したものに変わっている。さらに

2021年６月にはツトム食品は HACCP（JFS-B）を

取得した２。かかる認証の取得は、既存の設備、メ

ンバーで出来る限りの対応を行ったが、その結果、

国内向けの受注増加に結び付けることができ、加え

て社員の責任感向上を実現することができた。

　かかる取組みの結果として、これまでに12ヶ国

（エストニア、イギリス、フィリピン、ドイツ、香

港、オーストラリア、シンガポール、スイス、フラ

ンス、インドネシア、カナダ、アメリカ）との取引

実績があり、現在（2022年４月）も８ヶ国との取引

が継続している。輸出商品も Soy Nyack（ソイ

ニャック）だけでなく、従来品の玉こんにゃく、し

らたき、板こんにゃくへ拡大してきている。

　ツトム食品が海外市場の獲得に成功している要因

は、経営陣の積極性と地域内外の資源の活用であ

る。経営陣では社長と工場長の理解があって、土屋

　　　　　　　　　　　　　　
２ HACCP では、JFS-C が国際的取引に通用する承認規格とされるが、中小規模の食品等事業者で独自に確認する

仕組みを構築する場合には、JFS-A/B が採用される。（一般財団法人食品安全マネジメント協会（2019）「JFS-B
規格　Ver2.0ガイドライン」p.3）なお土屋氏によると、タイは元々、JFS-C が必要であったが、現在では JFS-B
で対応が可能になったという。

写真２　�ツトム食品の海外向け主力商品�
「Soy Nyack（ソイニャック）」

出所：ツトム食品提供
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氏の学習が進んだ。また「Soy Nyack（ソイニャッ

ク）」のパッケージで付加価値を上げるために、デ

ザイン性を高める際には JETRO を通じてアンケー

トを実施し、さらに JETRO や商談会を契機とし

て、地域内外のネットワークを構築している。例え

ば、同社商品には固定ファンがおり、Instagram に

商品の PR をしてくれる人も出てきた。かかる社会

関係資本（Social Capital）の厚みがツトム食品の

海外展開を促進する要因になってきた。このような

社会関係資本の厚みを増す取組みが地域の小規模企

業であっても、内需に左右されずに持続的に成長す

る原動力になってきている。

５．おわりに

　本稿では、地域創生におけるものづくり産業の活

性化について、基盤産業として地域創生に貢献して

いる２つの事例を通して検討してきた。成長産業と

いわれる宇宙産業は域内企業とのパートナーシップ

を形成し、人工衛星を完成させ、衛星サービスに結

び付けていた。また地域内需要向けであったこん

にゃく製品を海外市場へ輸出することで、こんにゃ

く製造業は基盤産業として強化されつつある。

　ものづくり産業は、自動車のような機械製品だけ

ではない。地域創生においては、既存のものづくり

産業の市場に囚われず、新たな市場を再検討するこ

とが求められる。国内市場は少子高齢化や人口減少

で成熟化が進んで行くことが避けられない。そのな

かで、別の地域にある人口集積地や海外の市場は、

既存企業にとっては市場のフロンティアになるはず

である。ものづくり産業にとって、地域創生が変化

するなかでは、市場のフロンティアを如何に見出す

かが、成長を左右することになる。地域の産学官金

が連携して、基盤産業としてのものづくり産業の市

場を見出すことが、地域創生の加速を実現するもの

と考えられる。
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